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環境共生の時代に発揮される

集落の底力とは？

島根県中山間地域研究センター
地域研究グループ科長
藤山 浩

資料１
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集落と霞ヶ関を並べて考える

空き家

在住

集落外に居住

日比谷公園

警視庁

外務省

国交省

東京高裁

法務省

総務省
国交省

農林水産省

厚労省

財務省
内閣府

経産省

郵政公社
経産省

霞ヶ関ビル

コモン
ゲート

国
道
１
号
線

食糧自給率０％ 在住世帯３戸
食糧自給率100％以上

１ｋｍ １ｋｍ

１．集落の現状（霞ヶ関周辺との比較；各１km四方）



3弥栄のみなさんを先生に、
資源の活用や風土の再確認が始まっています！

弥栄エリアでの取り組み（2007年8月～）

結節機能「弥栄らぼ」の運営
島根県立大学「里山レンジャーズ」との連携
「地域マネージャー」の配置

資源活用とコミュニティ運営に関する社会実験を展開

休耕地の復興

森林資源の活用、木工

弥栄ショップ

草刈り支援・農作業支援
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新 た な
結 節 機 能

ＮＰＯ、マネージャー

都市住民・学生

出身者

行政

住民

他地域住民

専門機関・団体
企業

集
落

集
落

小学校区
など

地域住民
既存団体

「新たな公」
の基本三角形

①
地
域
運
営
の

ボ
ト
ル
ネ
ッ
ク

解
消

②住民、集落の
孤立防止

③広域連携の
促進

④多角形での
問題解決

⑤人材、資源
財源の発展性

ネットワークの進化方向＝広域化、重層化、複合化、開放性
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100年に

一度の
経済危
機

地域集権
の実現

「郷」 開きの時代～新世代参入

●生命を育むライフスタイル
●自給・循環機能、●伝統文化
を都市住民と共有

1960
年代

1970
年代

現在

2010
年代

安価な食糧・
石油・資源

木材輸入
自由化
1964年

エネルギー革命

臨海工業地帯の発達

人口の都市集中

人口の都市流出

「過疎」 「過密」

昭和ヒトけた
世代

すでに
25~35歳
で残存

郊外団地過疎法1970年主
力
世
代

引退局面

過疎対策
（社会資本整備）

「限界集落」

30歳で入居

60歳定年

高齢化

「郊外団地
の限界」

大量消費
（石油）文明の
発達

「地球環境の限界」
「食糧・資源輸入の
限界」

中国等の
経済成長

消費型ライフ
スタイル
（３Ｃ＝車、
クーラー、
カラーテレビ）

資材
需要

農林業衰退

地球温暖化
等の深刻化

＜過疎・中山間地域＞ ＜ 都 市 ＞ ＜ 海 外 ＞
この半世紀にわたる「文明の循環構造」と今後の展望

「都市の限界」

不
在
地
主

●
ピ
ー
ク
オ
イ
ル
：
石
油
の
枯
渇2020

年代

さと

高齢化
ﾘｰﾏﾝ･ｼｮｯｸ

ｿﾆｰ･ｼｮｯｸ

ﾄﾖﾀ･ｼｮｯｸ

時代の要請：過疎・中山間地域、

都市、地球の「限界」の複合解決



6礎となる「やさか風土学」（仮称）の創設・継続

都市部
（浜田市街地）

浜田市弥栄自治区
定住者4,400人

■人口還流・都市連携

■住居・居住コンセプトの開発

core

■生活機能の適正配置

■温室効果ガス排出量の算定
■削減対策の限界把握
■大幅削減の有効策提示

■再生可能エネルギー
の実証実験

■「地域マネージャー」と「環境共生
レンジャー」の役割明確化

■養成プログラム試行
■自治体スタッフ養成プログラム試行
■人材育成施設の設置に関する検証

中国地方をはじめ
全国へ人材輩出

■農林地資源容量の精密な把握
■土地の所有・管理の枠組み

■食料・エネルギー・建築
資材の生産・消費・再利用

窓口役：地域マネージャー

二地域居住者
2,400人

資源の自給・供給

研修者1,200人

G
IS

に
よ
る
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

（21
世
紀
の
石
高
制
・風
土
記
）

４．GIS
部門

１．総括部門
３．人材育成

部門

２．
郷
モ
デ
ル
部
門

炭
酸
ガ
ス
排
出
量
２
０
５
０
年
目
標
１
人
１
．
２
ト
ン
／
年

集
約
・定
量
化

●達成可能性・ボトル
ネックおよびその解決
手法の把握、開発

郷の駅

研究開発プロジェクトの展開フレーム
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0

20
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2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

C
O
2
削
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割
合
（
％

）

中山間地域

全国

都市部

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

現在
２００５年

１人あたり
9.6t/年・人

人口
1億2777
万人

現在比
100％
12.3億t

人口
現状推移

都市

１人あたり
3.7t/年・人

人口
9,000万
中山間

１人あたり
1.2t/年・人

人口
1,100万
合計

72％削減
3.43億t

人口中山
間還流

都市

１人あたり
3.7t/年・人

人口
5,000万
中山間

１人あたり
1.2t/年・人

人口
5,000万
合計

80％削減
2.45億t

先
行
検
証
期

転
換
準
備
期

大
転
換
期

転
換
成
熟
期

定
常
準
備
期

28.4％
削減

20世
紀

1940
年代

1950
年代

1960
年代

1970
年代

1980
年代

1990
年代

本研究
プロジェクト
の位置づけ

＊かつての非再生資源に依存した文明への転換ステージ

本プロジェクトシナリオの長期ステージとCO2削減効果の想定
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浜田市街地

弥栄自治区

モデルエリア
島根県浜田市
弥栄自治区

世帯数634戸
人口1,612人
高齢化率42.4％
面積105.5k㎡
人口密度15.3人/k㎡

＜生活施設＞
小学校１
中学校１
公民館２
役場支所１
診療所、医院２
保健福祉センター１

「たたら」の歴史
戦後の薪炭ブーム
多いIターン

地域人口の想定
1960年 5,288人
1970年 2,853人
2005年 1,612人

↓（想定）
2050年 8,000人

（扶養）
うち定住 5,600人
＊日本の平均人口
密度（343人/k㎡）
→36,154人居住

＊世界の平均人口
密度（47人/k㎡）
→4,959人居住
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東京23区：

人口密度
13,663人/km2
１人当たり

73m2

全国過疎地域：
人口密度
52人/km2
１人当たり
19,136m2

全国：
人口密度

343人/km2
１人当たり
2,918m2

島根県全県：
人口密度

111人/km2
１人当たり
9,033m2

サッカーコート：
全体面積
7,140m2

全国人口集中
地区（ＤＩＤ）：
人口密度

6,714人/km2
１人当たり

149m2

東京23区住民の261人分
都市住民（ＤＩＤ）の128人分

国民平均の6.6人分の

国土面積を１人でカバー

1億2693万人

74万人
＊人口数値：2005年国勢調査 世界平均：人口密度47人/km2、1人当たり21,413m2

849万人

8,281万人

1,068万人

●居住地域における１人当たりの国土面積の比較
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1)農林地資源容量の精密な把握に基づく
扶養人口の計算と資源管理マスターの設定

農林地資源の過度の利用の抑制、持続的経営 →
「資源管理局」
「資源管理（配分）マスター」

【2050年の目標設定】

【プロジェクトの実施イメージ】

農地、耕作放棄地、森

林資源を詳細に把握

＊GISグループとの協働

持続的な生産力、CO2

吸収量をGISデータ

ベース化
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食糧自給（米）余剰・依存量の分布～先着●名様の時代へ
＜想定＞
１人当たり年間米消費量６０ｋｇ
＝１a当たり米最大生産可能量

として、旧村エリアごとに経営耕地
面積を基に、扶養可能人口と国勢
調査人口と比較し、差分を計算

両県の全域中山間地域
のエリアで２６４万人分
の余剰生産力
（中山間地域以外の地域で
は141万人の不足）
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3)食料・エネルギー・建築資材の生産・消費・再利用の基盤確立
②森林資源の利用

【2050年の目標設定】

【プロジェクトの実施イメージ】

若齢林への林分移行
エネルギーと資材の持続的な生産

林地の計画的施業実施、広葉樹への転換 →

弥栄エリア民有林（針葉樹林）の齢級構成

0

100

200

300

400

500

600

700

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15～

齢級

面
積

（
h
a）

2005年

2050年（想定）

弥栄エリアにおける民有針葉樹林の齢級構成の組み直し例
【CO2削減の概念】

森林の成長量 利用と手入れによる若齢林化現行（６～８齢級に集中） ＜

CO２

固定

2006年に年間192戸、
2051年でも年間41戸の
木造住宅建設が可能

＊１世帯当たり５５ｍ３使用と仮定
７齢級以上の成長量で計算
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0
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15～

面
積

（
h
a）

齢級

2006年（実績）

2051年（想定）

弥栄エリア広葉樹林（民有林）の齢級構成（2005年実績→2050年頃想定）

2006年に年間441戸
2051年でも年間256戸
の熱源供給が可能

バイオマスエネルギー供給可能性

＊１世帯当たり年間20ｍ３使用と仮定

５齢級以上の成長量で計算
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2)有効な資源利用を進める土地の所有・管理の枠組み提示

所有権・利用権を調整し、土地資源の総有化（コモンズ的利用）を普及・一般化

【2050年の目標設定】

【プロジェクトの実施イメージ】

土地資源の

総有化を進める好機

「土地資源管理機構」
信託経営の試行

↓

弥栄町の土地所有者
の全国分布（2006年）

土地面積の42．8％が
全国25都府県に分散

農林地所有者の

高齢化・不在化

経営の集団化・共有化

↓

↓
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3)食料・エネルギー・建築資材の生産・消費・再利用の基盤確立
①耕作放棄地の復興と竹林の利用

【2050年の目標設定】

【プロジェクトの実施イメージ】

現在の農地556ha ＋ 耕作放棄地304ha・竹林の転換 ＝ 860haの農地確保
弥栄エリアで10,000人以上の米・野菜、8,000人の食肉の生産

弥栄エリアにおける農用地等の利用配分の組み直し例

農地等の利用想定
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竹のチップ化・パウダー化

耕作放棄地の復興実験（2007～2008）

苗床や家畜飼料・敷料として活用

【CO2削減の概念】

耕作放棄地や竹林を適正管理することにより、
成長量を高めてCO2吸収効果を増進
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民生化石燃料を
限りなくゼロへ

地域の民生・必要エネルギーは、信頼できる資源と安定技術で。

太陽をベースに、バイオマスでバックアップ

太陽電池ルーバー：糸満市役所

太陽熱温水器：仙南福祉会

風力・水力発電を適地で

最小限の作業道づくり

風力発電：江津市

緩傾斜地伐採
急傾斜地伐採

森林機械のロボット化

炭素の吸収源造成

熱

電気

H21～22で２５基、
２万５千KWの

風力発電
施設が整備予定（浜田市弥栄・金城境の弥畝山）

小水力発電：農業用水路
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人口環流と都市連携のシナリオ構築

8,000人（2,020戸）を扶養

【プロジェクトの実施イメージ】

【2050年の目標設定】

0

1000
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7000

8000

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

人
口

（
人

）

弥栄エリアにおける人口還流（想定）

既存定住者2,400人
新規定住者2,000人
二地域居住者2,400人
研修者1,200人

既存定住者

新規定住者

二地域居住者

研修者

①地域マネージャー
配置

②都市連携（食
料・エ

ネルギー協定など）

③雇用創出
④住居整備



19現在（２００６年）



2033年前（１９７６年）



2144年前（１９64年）



2262年前（１９47年）



23集落での風土学ワークショップの様子（2009．2．14）



24 1976
程原上

かんな溝

水路橋

取水谷

今
も
残
る

「
か
ん
な
流
し
」
由
来田

水
路
（
か
つ
て
は
水

耕
作
の
幹
線
水
路
）

●
水
力
発
電
の
潜
在
能
力

は
農
業
用
水

の
上
位
２
つ

と
砂
防
ダ
ム
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農工大COEナノ水力プロジェクトの経験

投げ込み型発電機＋既製品のプロペラで
すぐに発電 （環境展 幕張2006)

kWあたり設備コストを
50万円程度にできる

(工事費込み)

ご提供：堀尾・東京農工大学名誉教授
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人材育成システムの展開
■地域の脱温暖化

■自給・循環の設計

■拠点機能整備

■コミュニティ運営

■人口還流促進

■都市との連携 等

人口還流・環境共生社会の実現に必要な２つの役割

★「地域マネージャー」
→資源管理や定住のプランニングと実践を担う
→将来的に職業ジャンルとして確立

★「環境共生レンジャー」
→資源管理等に関する知識・技術の資格を有する
→住民として「地域マネージャー」をサポート

育成施設（弥栄内）で養成プログラム展開

「地域マネージャー」

「環境共生レンジャー」

全国へ輩出

（中山間地域JICA）

施設は再生可能エネル
ギーの実証・学習現場

弥栄の人々と

風土に、

現場で学ぶ

自治体職員
の研修

全国初の中山間地域
マネージャー、レンジャー
スクールへ（集落支援員等も含む）
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「脱温暖化・環境共生の郷」全国同盟

小型水力開発

先生は、地元の
住民、職人

電気コンビニカー

バイオマス利用

方丈庵

共助の畑

郷の駅（交流・定住・
環境共生ステーショ
ン）

自活ゾーン

古民家

「
自
然
の
利
子
」
で
暮
ら
す
郷
へ
の
人
材
先
行
投
資

人材輩出

人材輩出

人材輩出

青年郷づくり協力隊

団地の
高齢化

加工貿易
モデルの
破綻

このまま、こ
こで暮らす

の？

根無し草で
使い捨て？

トヨタショック
で将来不安

●全国5000の中山間地域の郷に各
10人、合計５万人を配置

●従来型事業ではなく、各地域の風
土を活かしたエネルギー・食料・素材
に関する「自給革命」に従事
●自らの住居（方丈庵）と農地で自活
～生存基盤をまず作り、永代使用権
確保
●指導役は まず地元の住民

集落一反運動（食の里親制度）

中山間JICA「青年郷づくり協力隊」の展開イメージ

専門機関、大学
との連携

風
土
に
暮
ら
し
と

産
業
を
埋
め
込
む

地
域
の
「
改
造
」
事
業

隊員１人年間400万：200万（給与）＋200万（事業

費）
400万円×全国に５万人配置＝年間2000億円

１年目１万人、２年間２万人・・・、５年目５万人
2000億円×10年＝２兆円（養成、住居整備等含む）

地域マネージャー

郷の連携システム、認証制度、憲章づくりなど

都市も変えてやろう
都市も連携しよう
今度は中山間が
助ける時代だ！

養
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

・
選
考
シ
ス
テ
ム

土地の棚卸し事業（郷開き、郷還り）
食料保障協定

都
市

中山間JICAスクール
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「田園・都市二軸」による奥行きある国土経営

田園軸

都市軸
集落住民都市住民

「郷」さと

結節機能・ネットワークの整備

都市との違いを活用

不
可
欠
な
格
差
是
正

参入・利用

地域開放

医療
教育
情報

従来の過疎・
中山間地域

格
差
是
正
だ
け
で
は
限
界

田園・都市軸の
複合化で

新たに創出される
国土の奥行き

「都」まち

●
食
糧
長
期
供
給
協
定

●
二
地
域
居
住
協
定

●
子
供
自
然
体
験
協
定

●
災
害
疎
開
協
定

な
ど

実感ある
協働協定

「都市の限界」、「田園の限界」
の複合的解決
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手づくり自治区防災組織

ＮＰＯ法人

福祉団体

地域内企
業

ＰＴＡ

営農組織

集落協定 集落

集落 集落

複数集落で構成

（機能低下） （機能維持）

統合前の小学校区や大字等の範囲

新 た な
結 節 機 能

行政
との
協働

都市との
共生

中山間地域政策に必要とされる方向（中国地方知事会研究中間総括2008年５月）

１．集落を超えた新しい基礎的な地域コミュニティの創生

２．地域における新たな結節機能の導入

３．都市との実体的な共生のシステム化

４．開かれた中山間地域を支える制度、人材、財政の枠組み
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行政 教育 医療
福祉レストラン

パブ

ゲートウェイセンター

交通 配送 観光案内

スーパー
直売市
コンビニ

金融
郷の駅

地方都市

コンビニ・カー１号

情報

コンビニ・カー２号

村にひと・もの・情報の
結ぶ目としての
中心広場をつくる！！

Web-GIS
を活用した
情報ネットディマンド型の

新交通システム
で人もモノも

中山間Ｃ

幹線との
結節点整備

ゆったりした
域内循環系
フロー

速い幹線系
フロー

「郷」を単位とした新たな拠点・ネットワークシステム

ローカル
エネルギー
ステーショ

ン

エコ
ステーショ

ン
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島根県中山間地域研究センター「バーチャルジオラマ2020」より

「郷の駅」イメージ
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燃料（エネルギー）革命で衰えた中山間地域は、
新たな燃料（エネルギー）革命で甦る

「自然の利子」で暮らす（養老孟司名誉顧問・談）郷づくりへ

地域の風土の底力を地域住民を中心に再発見（「石油以前」のこと）

都市住民も、未来への生命保険として、国内資源の
活用に投資・参画（中山間JICAの出動）

必要な都市石油文明の普遍性への根源的な問いかけ
～あまりにも急激な興隆と衰退を見透す歴史観


